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第１章 はじめに  32 
 33 
河川施設は、高度経済成長期を中心に集中的に整備され、これまで地域住民の生命・財産34 

の保全や社会経済活動の維持に重要な役割を果たしてきた。とりわけ、堰、水門、排水機場35 
等は、洪水時の水位調整や排水機能の確保など、治水上の根幹を担う施設である。 36 
一方で、これらの施設の多くは整備後長期間を経過しており、今後、老朽化に伴う更新需37 

要が急速に高まる、いわゆる「大更新時代」を迎えつつある。特に、機械設備や電気通信設38 
備は、土木構造物と比べて経年劣化が顕在化しやすく、長寿命化にも限界があることから、39 
従来の予防保全を中心とした維持管理のみでは、将来的に施設機能を十分に維持していくこ40 
とが難しくなるおそれがある。 41 
また、近年、気候変動の影響により水害が激甚化・頻発化しており、今後も降雨量の増大42 

が予測されている。これに伴い、氾濫の発生リスクも高まることから、非常時にも施設機能43 
を発揮する必要性が高まっている。 44 
さらに、河川施設の維持管理を取り巻く状況も大きく変化している。少子高齢化の進展に45 

伴い、施設操作や点検・評価を担う技術者、地域操作員の確保は今後一層困難になることが46 
見込まれる。加えて、気候変動の影響による水害の激甚化・頻発化、停電・通信途絶等を伴47 
う災害リスクの増大、物価・人件費の上昇やサプライチェーンの脆弱化など、施設管理上の48 
制約は強まりつつある。こうした中、令和 7 年 1 月に埼玉県八潮市で発生した下水道管路の49 
破損に起因する大規模な道路陥没事故は、分野は異なるものの、社会的影響の大きいインフ50 
ラにおいて、機能喪失リスクを的確に把握し、点検・対策の重点化と計画的更新の考え方を51 
強めていく必要性を改めて示した事例であった。 52 
本検討会では、こうした状況を踏まえ、今後の河川施設について、従来の長寿命化を前提53 

とした維持管理の取組を継続しつつも、当該取組のみに依拠するのではなく、施設の機能喪54 
失リスクに着目し、マネジメントする必要があると考える。その上で、重点的に対応すべき55 
施設を明確化し、計画的な更新・改築・増強と、メリハリのある維持管理を組み合わせる方56 
向へ転換していくべきである。すなわち、河川施設における維持管理のパラダイムシフトが57 
必要であると考える。あわせて、点検・調査、診断、修繕、改築、更新、施設操作までを個58 
別に捉えるのではなく、これらを一体として捉え、統合的な施設マネジメントの考え方とし59 
て整理していく必要があると考える。 60 
このような問題意識の下、本検討会は、国管理河川における堰、水門、排水機場等を主な61 

対象として、洪水時に機能が喪失してしまうリスクを低減する観点から、重点的に対応すべ62 
き施設の考え方、更新等の優先順位付けの考え方、並びに持続可能な維持管理・施設操作の63 
方向性について検討を行った。 64 
その結果、今後の河川施設のマネジメントの方向性として、特に次の三点が重要であると65 

整理した。  66 
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 67 
○機能喪失時の影響が大きく、代替性・復旧困難性の観点から重点的な対応を要する施設を68 
「急所施設」として位置付け、重点的に把握・管理していくこと 69 

○急所施設について、総合診断を行い、更新・改築・増強、重点監視、予防保全の強化等の70 
対応を適切に選択していくこと 71 

○担い手不足を踏まえ、維持管理・施設操作の省人化、高度化を進めるとともに、それを支72 
えるデータ基盤や産業基盤のあり方についてもあわせて検討していくこと 73 

 74 
本報告書は、以上の議論を踏まえ、国管理河川に設置された堰、水門、排水機場等のうち、75 

特に機械設備及びその運用を含む重要河川施設を主たる対象として、施設の機能喪失リスク76 
を低減していくための施設マネジメントの基本的な方向性について、本検討会としての考え77 
方を取りまとめたものである。 78 
また、本報告書は、重要河川施設のうち、機能喪失時の影響や代替困難性等の観点から79 

重点的に対応すべき施設を「急所施設」と位置付けている。本検討の対象となっていない80 
堤防、護岸、河道等を含む河川施設全般のマネジメントについては、別途の論点整理が必81 
要である。今後、関係者において具体的な制度運用や実務への反映が検討されるに当た82 
り、本報告書がその基礎となることを期待する。  83 
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第２章 河川施設の維持管理の課題 84 
 85 
本検討会では、これまでの議論や関係団体からの意見聴取、及び関係する既往の検討成果86 

（例えば、「河川機械設備のあり方について」答申（令和４年７月、社会資本整備審議会 河87 
川分科会 河川機械設備小委員会））も踏まえつつ、現在の河川施設の維持管理・更新が直面88 
している主な課題を、以下のとおり整理した。 89 
 90 
１）施設の老朽化の進行と状態把握の難しさ  91 
高度経済成長期に集中的に整備された河川施設は、建設後 40～50 年を経過したものが約92 

半数を占めており、更新需要が集中する「大更新時代」を迎えている。特に機械設備では老93 
朽化が著しく、通常の点検・修繕による機能維持には限界が生じつつある。 94 
河川ポンプ設備の点検・診断においても、老朽化により故障リスクが極めて高い施設の存95 

在が確認されている。加えて、堤防内部や常時水没部など目視が困難な不可視部が多く、劣96 
化状況や破壊メカニズムの把握が難しい。一部の施設においては、専門技術者による精密診97 
断が行われているものの、異常が顕在化した段階で突然の機能喪失に至るリスクがある。 98 
また、物価や人件費の高騰により、同一予算で対応可能な維持修繕の量が減少している。99 

現場では応急的な補修や修理など必要最低限の機能回復にとどまり、恒久的な対策に至らな100 
い事例も増えており、維持水準の低下が懸念される。 101 

 102 
２）維持管理・操作を担う人材の不足と技術継承の危機 103 
河川施設の維持管理や操作は、夜間や悪天候下での対応を伴う場合が多く、操作員や技術104 

者の高齢化と担い手不足が深刻化している。 105 
民間企業においても技術者の高齢化が進行しており、河川ポンプ設備や河川ゲート設備の106 

メーカーでは技術者数が減少傾向にある。特に 30〜40 代前半の中堅・若手層が不足してい107 
るほか、据付部門などの現場技術者は高齢化が著しく、今後大量退職が見込まれている。 108 
この結果、熟練技術者の経験やノウハウが十分に継承されないまま失われるおそれがあり、109 
「技術継承の危機」に直面している。これらの技術者は、災害時や故障時の緊急対応を担う110 
重要な人材であり、その不足は安全・安心の確保に直結する重大な課題である。 111 
 112 
３）市場規模の縮小とサプライチェーン（事業継続）の課題  113 
公共事業費の縮小、新設や更新の事業が多くないこと等により、機械設備メーカーは安定114 

的な受注量の確保が難しくなっている。これにより、新規採用の抑制や設備投資の停滞が生115 
じ、事業環境は厳しさを増している。 116 
その結果、メーカーの統廃合や関連産業（大型部品、ゴム資材、電機品等）の撤退が進み、117 

部品調達の海外依存や納期の長期化など、サプライチェーンの脆弱化が顕在化している。 118 
今後、計画的な老朽化対策を進めるためには、産業基盤を維持・強化するとともに、若手119 

人材にとって魅力ある分野へ転換していくことが不可欠である。 120 
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 121 
４）気候変動による水害の激甚化・頻発化への対応  122 
近年、気候変動の影響により水害は激甚化・頻発化しており、それを前提とした施設設計・123 

運用が求められている。従来の想定を超える水位上昇、氾濫、土砂堆積、洗掘などの発生リ124 
スクが高まり、施設との相互作用も複雑化している。 125 
また、大規模水害時には浸水、停電、燃料不足、通信途絶が長期間発生する可能性がある126 

が、老朽化した設備の機能回復のみでは、十分な冗長性や機能維持体制を確保することに限127 
界がある。 128 

 129 
５）技術転換の課題とデータ活用・DX 化の遅れ 130 
人材不足や施設老朽化への対応として、AI、ドローン、センサー等を活用した遠隔監視や131 

自動化への移行が不可欠である。しかし、現場業務の多くは依然として人手に依存しており、132 
効率化が十分に進んでいない。 133 
また、点検履歴や故障データの体系的な蓄積・共有が不十分であり、管理者間での情報共134 

有も限定的である。このため、データ分析による劣化傾向の把握、寿命予測、部品交換時期135 
の最適化等といった活用が十分に行われていない。 136 
今後は、データに基づく予防保全への転換と、DX の推進による維持管理の効率化・高度137 

化を早急に進める必要がある。  138 
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第３章 河川施設の機能喪失リスクを低減するための対応方策 139 
 140 
（１）対応方策の方向性 141 
第２章で整理した課題に対応して、今後の施設マネジメントの方向性を検討した。具体的142 

には、「老朽化・状態把握の困難性」に対しては急所施設の抽出と総合診断による更新プロ143 
セスの確立、「担い手不足」に対しては点検・操作の省人化やメンテナビリティーの向上、144 
「サプライチェーンの脆弱化」に対しては計画的な更新の位置付けや産業基盤の維持、「気145 
候変動への対応」に対しては冗長化や段階的増強、「DX 化の遅れ」に対してはデータの蓄146 
積・共有と活用、といった観点から対応を提案するものである。 147 
今後の河川施設のマネジメントにおいては、すべての施設に一律の対応を行うのではなく、148 

施設の重要性、機能喪失時の影響、老朽化の状況、代替困難性等に応じて、対応にメリハリ149 
をつけていくことが必要であると考える。 150 
このためには、まず施設ごとのリスクや対応の必要性を可視化した上で、重点的・計画的151 

に更新・改築・増強を進めるべき施設と、維持管理の充実により長寿命化を図る施設とを適152 
切に整理していくことが求められる。あわせて、担い手不足を踏まえ、維持管理や施設操作153 
についても、重点化、省人化、高度化の観点から見直していくことが必要である。 154 
また、これらの取組を進めるに当たっては、点検・調査、診断、修繕、改築、更新、施設155 

操作までを一体として捉え、機能喪失リスクの低減を軸とした統合的な施設マネジメントと156 
して整理していくことが適当である。 157 
具体的には、まず急所施設を抽出・選定し、次に総合診断により更新・改築・増強、重点158 

監視、予防保全強化等の対応を選択し、その結果を施設マネジメントに反映していくという159 
一連の流れとして整理することが適当である。ただし、この一連の流れを基本としつつも、160 
現に著しい老朽化や異常が確認されるなど機能喪失のおそれが高い施設・部位と判断できる161 
場合については、総合診断や更新判断の具体化を待つことなく、緊急的な調査や必要な修繕・162 
更新に向けた準備等に速やかに着手することも重要である。 163 
以上を踏まえ、本検討会としては、今後の施設マネジメントに関する提言を１）急所施設164 

の抽出・総合診断・更新判断の明確化、２）維持管理・施設操作の省人化・高度化、３）施165 
設マネジメントの実施に当たって重視すべき観点、の三つの柱として整理する。 166 
 167 
（２）急所施設の抽出・総合診断・更新判断の明確化 168 
 169 
① 急所施設の抽出・選定の考え方  170 
機能喪失が発生した場合に、背後地や氾濫域における人命、生活、経済活動、重要インフ171 

ラ等に重大な影響を及ぼすおそれがあり、かつ、代替手段の確保又は機能回復が容易でない172 
施設、運転回数・運転時間が多い施設については、重点的な対応を要する施設として「急所173 
施設」に着目することが適当であると考える。 174 
急所施設の抽出・選定に当たっては、実務へ円滑に適用できるよう、単一の絶対値のみで175 
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判断するのではなく、機能喪失時の社会的影響度、地域における重要度、代替困難性、復旧176 
困難性等の観点を組み合わせて、総合的に評価することが望ましい。 177 
急所施設の抽出・選定に当たっては、まず着目すべき施設を絞り込むための「必須要件」178 

を整理し、その上で、「地域特性」も踏まえつつ、優先度や対応の方向性を判断するための179 
「重点評価要件」及び「判定区分」を設定していくことも考えられる。こうした枠組みにつ180 
いては、今後の実務に適用可能なものとなるよう、さらに具体的に検討していくことが望ま181 
しい。なお、急所施設として選定されなかった施設についても、適切な維持管理の継続が必182 
要であり、これらの施設については、デジタル技術を活用した点検などの省人化や遠隔化、183 
点検項目の見直し等により効率化を図りながら、必要な管理水準を確保していくことが重要184 
である。 185 
 186 
○急所施設の抽出・選定にあたって考えられる要件（社会的影響度および地域重要度） 187 
急所施設の抽出に当たっては、まず、機能喪失が生じた場合の社会的影響が一定程度以上188 

認められる施設を対象としていくことが必要であると考える。特に、広範囲の浸水、長時間189 
の浸水、又はゼロメートル地帯のように浸水が長期化し、復旧に相当の時間を要する氾濫ブ190 
ロックに位置する施設については、重点的に評価することが望ましい。 191 
また、評価に当たっては、背後地に資産や人口が集中している大都市圏のみを念頭に置く192 

のではなく、病院、介護施設、保育園・学校、災害対策本部となる行政機関、避難所など、193 
被災時に人命や生活への影響が特に大きい施設が影響範囲に含まれるかどうかを考慮する194 
ことが適当である。さらに、通勤や物流、地域経済を支える鉄道・道路、又は利水機能の停195 
止により代替水源の確保が困難となる施設など、地域の社会経済活動の維持に不可欠なイン196 
フラとの関係についても考慮していくことが望ましい。 197 
その際、急所性の評価に当たっては、経済被害額や人口の絶対値だけでなく、その機能喪198 

失が地域社会に与える相対的な影響の大きさについても考慮することが重要である。地方部199 
においては、被災の絶対数が必ずしも大きくなくとも、地域全体の人口や経済基盤に対する200 
影響割合が大きく、緊急対応力や復旧体制の制約から、または、全国的に影響が波及する場201 
合があることから、影響が長期化・深刻化する場合がある。このため、急所施設の評価に当202 
たっては、絶対値と地域にとっての重要度の双方を踏まえ、代替困難性も含めた総合的な視203 
点について、順次、整理できるようにしていくことが望ましい。なお、急所施設の選定につ204 
いては一度定めたものに固定するのではなく、社会経済状況や施設の状態変化、技術の進展205 
等を踏まえ、適宜見直していくことが必要である。 206 
また、内水・外水等の事象が発生する頻度と、機能喪失時の影響規模については、単一の207 

指標で一律に扱うのではなく、それぞれを区分して評価していくことが必要であると考える。 208 
このように、急所施設の必須要件の検討に当たっては、浸水規模や浸水継続時間といった209 

外形的な影響に加え、人命、生活機能、地域経済、重要インフラへの影響も含めて、社会的210 
影響度及び地域的重要度の観点から総合的に捉えていくことが必要であると考える。 211 
 212 
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② 急所施設に対する総合診断の考え方  213 
急所施設に選定された施設については、通常の点検の延長のみでは機能喪失リスクを十分214 

に把握できない場合もあることから、そのリスクをより的確に把握するため、下記の観点を215 
取り入れた「総合診断」を行うことが望ましい。総合診断に当たっては、機械電気施設部分216 
のみならず、躯体部分等も含め施設全体について、施設の設計思想、劣化機構、運用実態、217 
復旧可能性等を総合的に評価する視点が重要である。 218 
 なお、「総合診断」については、既に試行的な取組もみられるが、急所施設に関する更新219 
判断等に活用していく観点から、その位置付けや活用方法について、今後、関係者において220 
整理・具体化が図られることが望ましい。 221 
 222 
○過去のデータや修繕履歴に基づくリスク把握と類型化 223 
 施設設計当時の技術基準や技術的限界などの情報を記録し、継承していく仕組みを構築す224 
ること、および過去の故障・事故事例や運用実態のデータを収集・分析し、当該施設に潜在225 
するリスクを把握していくことが必要である。また、施設の規模、用途、機械仕様等をタイ226 
プ別に分類し、過去の修繕履歴（分解整備の有無等）も踏まえた客観的な診断手法として整227 
理していくことが望ましい。 228 
 229 
○専門知見の活用と不可視部の状態把握 230 
 メーカー等の専門エンジニアの知見を積極的に活用していくことが重要である。また、通231 
常の点検では確認が困難な常時水没部などの不可視部分については、必要に応じて状態監視232 
技術の活用を図り、より的確な状態把握に努めることが望ましい。 233 
 234 
③ 総合診断を踏まえた更新判断の考え方 235 
 総合診断の結果を踏まえ、従来の予防保全のみではリスクを十分に低減できない急所施設236 
については、更新・改築・増強等の要否や優先順位を判断していくことが必要であると考え237 
る。一方で、施設の機能喪失リスクが予防保全により管理可能な範囲にある場合には、その238 
機能確保を図る観点から、予防保全を充実していくことも重要である。すなわち、更新と予239 
防保全を対立的に捉えるのではなく、施設のリスク特性に応じて適切かつ計画的に組み合わ240 
せていくことが重要である。 241 
 242 
○多角的な限界要件に基づく判断プロセスの構築 243 
 更新判断に当たっては、単なる物理的耐用限界だけでなく、現行の基準や遠隔化対応等に244 
対する機能的な限界、気候変動や背後地環境の変化による社会的機能の限界、さらには部品245 
供給・施工体制の制約といった多角的な観点を踏まえた判断の考え方を整理していくことが246 
望ましい。  247 
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○更新による付加価値の考慮 248 
 更新判断に当たっては、気候変動対応や内水を含めた統合管理の導入など、更新によって249 
もたらされる新たな価値や他施設への波及効果についても考慮することが望ましい。 250 
 251 
○「更新待ち」のリスト作成と計画への位置づけ 252 
 総合診断により更新・改築・増強が必要と考えられる施設については、施設重要度等に基253 
づき優先順位を整理し、「更新待ち」のリストとして把握した上で、計画的な更新・改築・254 
増強を進める観点から、関係する計画・事業への位置付けのあり方を含めて検討していくこ255 
とが望ましい。また、実際の更新に至るまでの間は、監視・点検等を通じた予防保全を徹底256 
し、リスク管理を図っていくことが必要であると考える。なお、このうち、老朽化が著しい257 
等により機能喪失の切迫性が高い施設・部位が明らかな場合には、「更新待ち」として管理258 
するにとどまらず、速やかに対策に着手していくことが望ましい。 259 
 また、更新の実施に当たっては、人手不足や物資不足の影響をできるだけ回避するため、260 
調達・施工時期や事業量の平準化についても配慮していくことが重要である。 261 
 262 
（３）維持管理の省人化・高度化 263 
 264 
① 点検・評価の省人化・高度化に関する取組 265 
点検・評価に携わる担い手不足に対応するためには、施設の重要度や機能喪失時の影響に266 

応じた、メリハリのある点検・評価体系へ見直していくことが必要であると考える。 267 
 268 
○急所施設の重点管理 269 
急所施設については、機能喪失リスクの早期把握と予防的対応を強化する観点から、IoT270 

技術やセンサーによる常時監視体制の活用、定期的な不可視部調査、専門技術者による診断271 
等を重点的に実施していくことが望ましい。 272 
 273 
○急所施設以外の省力化 274 
急所施設以外の施設については、施設の実情等を踏まえた上で、例えば、点検頻度の削減275 

といった省力化を行うほか、将来的に常時監視による点検項目の削減を目指すとともに、熟276 
練技術者によるリモートメンテナンス体制の構築を目指す。さらに、限られた人員で必要な277 
管理水準を確保するため、ロボット等によるリモート点検、AI 画像判定、点検記録のデジタ278 
ル化、複数施設の集中管理に資する技術開発を進め、その導入可能性を整理していくことが279 
望ましい。 280 
 281 
② 施設操作の省人化・高度化に関する取組 282 
 施設操作の担い手不足に対応するためには、遠隔化・自動化を着実に進めていくことが必283 
要であると考える。その際には、安全性や運用面への配慮を十分に行いながら進めることが284 
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重要である。 285 
 286 
○安全確保技術の導入と操作の定量化 287 
遠隔からでも流向（逆流など）を的確に把握するための検知技術、CCTV 等による周辺の安288 

全確認機能、ごみや土砂等の流入防止策などについては、その活用を図ることが望ましい。289 
また、熟練者が行ってきた操作判断については、可能な限り定量化し、客観的な基準として290 
整理していくことも重要である。さらに、自動化の導入に当たっては、地域的・社会的な合291 
意形成との整合にも配慮する必要があると考える。 292 
 293 
○基準の標準化と責任の明確化 294 
操作画面やインターフェースについては、標準化の考え方を取り入れ、ヒューマンエラー295 

の低減を図ることが望ましい。また、遠隔化・自動化に当たっては、サイバーセキュリティ296 
の確保を前提として、操作規則における権限や責任分担の考え方を明確にするとともに、地297 
域住民等の社会的理解にも配慮しながら導入を進めていくことが適当である。 298 
 299 
○フェールセーフとバックアップ体制の構築 300 
通信断、停電、誤作動時においても機能停止に至らないよう、フェールセーフの考え方を301 

十分に取り入れることが必要である。また、遠隔操作が不能となった場合に備え、速やかに302 
現地での機側操作へ切り替えられるバックアップ体制のあり方や、必要となる制度面の課題303 
についても、今後、関係者において検討していくことが望ましい。 304 
 305 
③ その他の維持管理の省人化・高度化に対する取組 306 
維持管理の省人化をさらに進めるためには、技術の汎用化と民間活力の活用についても検307 

討していくことが必要であると考える。 308 
 309 

○操作の単純化と外部委託 310 
マニュアルの電子化や AR（拡張現実）等を活用したナビゲーションにより、操作・点検プ311 

ロセスの単純化を図ることが望ましい。これにより、専門技術者以外の者による補助的対応312 
や、外部委託の活用可能性についても、業務の性質や安全性を踏まえつつ検討していくこと313 
が考えられる。 314 
 315 
○将来を見据えた管理容易化  316 
現地作業の削減にとどまらず、施設の無動力化や電動化、統廃合を通じて、将来の維持管317 

理負担の軽減に資する施設のあり方を検討していくことが望ましい。他方で、省人化の進318 
展が人材不足の深刻化や技術力低下につながらないよう、維持管理業務に対する適切なイ319 
ンセンティブの付与や専門業種の育成についても配慮していくことが重要である。 320 
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（４）施設マネジメントの実施に当たって重視すべき観点 321 
本節では、まず更新・改築・増強や点検・評価、設計・整備、維持修繕に共通して重視す322 

べき観点を示し、その上で、施設マネジメントを支えるデータ基盤・産業基盤等の実施基盤323 
について整理する。 324 
 325 
① 更新・改築・増強に対して求める観点 326 
施設の更新・改築・増強に当たっては、単なる老朽化した施設の機能回復にとどまらず、327 

将来の担い手不足や水害の激甚化を見据え、以下に示すリダンダンシー（冗長化）やメンテ328 
ナビリティー（維持管理の容易性）等の機能向上を計画的に組み込んでいくことが望ましい。329 
なお、急所施設の更新等に当たっては、以下の観点を特に留意すべきである。 330 
 331 
○リダンダンシー（冗長化）の向上（非常時の対応力確保を含む） 332 
 一部の故障が施設全体の停止に直結しないよう、ポンプ設備の構成の工夫による冗長性の333 
確保、コラム型水中ポンプの設置、予備機の導入、電源・通信系統の多重化等の考え方を取334 
り入れ、施設全体としての余力を確保していくことが望ましい。 335 
 また、停電や長時間の出水、浸水に備え、燃料備蓄や補給ルートのあり方や、ゲートの自336 
重降下による閉操作のみならず、内水排除のための開操作機能の付加、耐水化についても検337 
討していくことが考えられる。さらに、単一施設に依存せず、広域可搬設備等との連携も視338 
野に入れていくこと、比較的小規模な排水能力を対象とする場合には、小型ポンプの組合せ339 
による構成も検討することが適当である。 340 
 341 
○メンテナビリティー（維持管理の容易性）の向上 342 
限られた人員で迅速な対応を可能とする観点から、「点検できる、交換できる、調達でき343 

る」といった考え方を施設設計に取り入れていくことが重要である。 344 
また、ガスタービンエンジンからディーゼルエンジンへの転換など、海外依存度の高い機345 

器から国内調達可能な機器への転換、標準品・汎用品の活用等を進めることが望ましい。さ346 
らに、部品数の削減や維持管理負担の軽減の観点から、無動力化（フラップゲート等）や排347 
水機場の主原動機に電動機を採用することも考えられる。加えて、AI を活用した機械設備348 
の傾向管理、部品のモジュール化、ロボット等による点検・修繕を想定した施設設計や設備349 
配置の考慮、点検・交換箇所へのアクセス性の向上、BIM/CIM 等を活用した施設情報の蓄積、350 
設備の復旧時間短縮のための予備品確保等についても検討していくことが適当である。 351 
加えて、軽微な段階でのメンテナンスを可能とする観点から、AI を活用した故障予測の352 

精度向上に資する技術開発も期待される。これらの取組を進め、故障の予兆段階で保全を行353 
うことで、「故障による停止が発生しない施設」を目指すことが望ましい。 354 
  355 
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 356 
○気候変動対応と統廃合の推進 357 
施設を設計する際には、将来の外力増大を見据え、施設全体の余力の確保や段階的増強が358 

可能なスペースの確保など、手戻りの少ない計画としていくことが望ましい。また、「水を359 
さばく能力」の増強だけでなく、「過酷な環境でも機能を発揮できる施設」という観点にも360 
配慮していくことが重要である。 361 
さらに、土地利用や人口の変化も踏まえ、施設更新の機会を活用して、機能集約や統廃合362 

の可能性について検討していくことが適当である。機能集約や統廃合の検討に当たっては、363 
統廃合による潜在リスクの有無等について配慮することが必要と考える。 364 
 365 

② 点検・評価に対して求める観点 366 
河川施設の点検・評価を円滑かつ持続的に実施していくためには、前述の「（３）維持管367 

理・施設操作の省人化・高度化」に記載した担い手不足への取組を基本としつつ、特に常時368 
水没部などの不可視部分への対応が重要となる。不可視部分については、施設台帳等に明記369 
してリスクとして管理するとともに、一定期間ごとに、水中ドローンや内視鏡などの技術を370 
活用し、状態把握に努めていくことが望ましい。 371 
 372 
③ 計画・設計・整備に対して求める観点 373 
 新たに河川施設を設置する場合には、前述の「更新・改築・増強に対して求める観点」に374 
記載したリダンダンシーやメンテナビリティーに配慮した計画・設計・整備を基本としつつ、375 
将来の増強や更新、フェールセーフ機能も視野に入れていくことが重要である。なお、急所376 
施設の計画等に当たっては、特に留意すべきである。これらに対応するために必要な基準や377 
考え方については、今後、関係者において整理が進められることが望ましい。 378 
また、将来の補修・更新等を客観的に検討できるよう、設計時の技術的限界や前提基準、379 

それらを踏まえた仕様や規格の技術的根拠、および機能喪失時の被害想定を基礎情報として、380 
維持管理に活用するために記録・継承すること、初期建設コストのみならず、維持管理・更381 
新を含めたライフサイクルコストの観点から最適化を図ることが望ましい。 382 
 383 
④ 維持修繕に対して求める観点 384 
河川施設の維持管理を円滑かつ持続的に実施していくためには、前述の担い手不足への取385 

組を基本としつつ、巡視・点検で発見した異常箇所の修繕を滞らせることなく、異常の初期386 
段階で対応していくことが重要である。そのためには、修繕に充てる予算の確保に努めると387 
ともに、類似設備の包括的な契約や複数年契約など契約方式の工夫も含め、管理者、点検者、388 
施工者、メーカーの体制確保のあり方について検討していくことが必要であると考える。ま389 
た、流域全体の観点から、関係施設との連携も踏まえた効率的な運用のあり方や、それを支390 
える技術開発について検討していくことが望ましい。 391 
 392 



   

 13 / 15 
 

⑤ 施設マネジメントを円滑に機能させるための観点 393 
河川施設のマネジメント体制を構築し、円滑に機能させていくためには、以上の観点に加394 

え、下記の事項も重要である。また、河川施設のマネジメントが機能しているかについて、395 
定期的にチェックするプロセスも重要であると考える。 396 
 397 
○故障・トラブル事例のデータベース化と水平展開の徹底  398 
維持管理データ（点検・故障・修繕履歴）については、一元的な管理を図り、AI 等による399 

傾向管理にも活用しやすい形で整理していくことが重要である。特に、機器の故障や誤操作400 
等のトラブル事例やヒヤリハット事例については、積極的に収集・管理・保存し、官民の専401 
門家による原因分析を踏まえて、必要な対策を他の管理者にも共有し、同種トラブルの未然402 
防止につなげていく体制の構築が望まれる。 403 
 404 
○持続可能な産業基盤の維持   405 
施設管理や総合診断を担う官民の技術者の確保・育成や技術伝承、新技術開発を支える関406 

連業界を維持・育成していくためには、総合診断結果を公表するなどにより、施設更新の予407 
定や規模について見通しを示すよう努めるとともに、施設更新が一時期に集中しないよう、408 
調達・工事時期や事業量の平準化を図ることも重要である。 409 
また、有用な新技術の開発と円滑な活用を促すため、河川施設の管理者が実証現場を提供410 

する仕組み（PoC）のあり方についても、今後、関係者において検討が進められることが望411 
ましい。  412 
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第４章 おわりに 413 
 414 
河川の水は、ひとたび制御を失えば、人命や財産に甚大な被害をもたらす強大なエネルギ415 

ーを有している。河川施設の機能を将来にわたり確保していくことは、国民の安全・安心を416 
支える上で極めて重要な課題である。とりわけ、国管理河川においては、多くの施設が更新417 
期を迎えつつある一方で、担い手不足、気候変動への対応、物価上昇や供給制約など、施設418 
管理を取り巻く条件は一層厳しさを増している。こうした状況を踏まえると、従来の予防保419 
全による長寿命化の取組を引き続き基礎としつつも、それだけでは対応しきれない機能喪失420 
リスクに対しては、重点化と計画的更新を組み合わせていく方向へ発展させていくことが求421 
められていると、本検討会では考える。 422 
本検討会では、このような認識の下、特に老朽化の進行が著しく、担い手不足や機能喪失423 

時の影響が大きい堰、水門、排水機場等を中心に、今後の施設マネジメントの方向性につい424 
て検討を行った。その結果、機能喪失時の影響が大きい施設を「急所施設」として捉えて重425 
点的に管理すること、総合診断に基づき更新・改築・増強又は重点監視等の対応を適切に選426 
択すること、さらに維持管理・施設操作の省人化・高度化を進めることが重要であると整理427 
した。これらは、単なる維持管理手法の見直しにとどまらず、河川施設マネジメントのあり428 
方そのものを見直していくための基本的な方向性であると考える。 429 
また、こうした取組を実効性のあるものとするためには、個々の施設の対策にとどまらず、430 

点検、診断、修繕、更新、施設操作を相互に関連付けて捉える統合的なマネジメントの視点431 
が重要である。あわせて、故障・修繕履歴等のデータの蓄積・活用、技術者の確保・育成、432 
持続可能な産業基盤の維持など、制度運用や実施体制を支える基盤についても、継続的に検433 
討を深めていく必要がある。 434 
なお、本報告書は、主として機械設備等を含む重要河川施設を対象に、その機能喪失リス435 

クの低減に向けた考え方を整理したものである。堤防や護岸等の土木施設や河道の維持管理436 
を含めた河川全体の施設マネジメントについては、別途整理すべき論点も多く、今後さらに437 
検討を深めていくことが望まれる。 438 
本報告書が、今後、河川管理者、民間企業、関係行政機関その他の関係者において、具体439 

的な制度運用や実務上の工夫を検討していくに当たり、本検討会としての提言を示す基礎資440 
料として活用されることを期待する。 441 
 今後は、本報告書で示した基本的方向性を踏まえ、急所施設の考え方、総合診断の枠組み、442 
更新判断の具体化、省人化を支える制度・技術・データ基盤の整備について、関係者がそれ443 
ぞれの役割に応じて連携しながら、具体化に向けた検討を進めていくこと、加えて、本検討444 
会の課題認識や危機感について、わかりやすく伝わる工夫（見える化）についても検討され445 
ることが期待される。  446 
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